
令和５年３月新規中学校・高等学校卒業者の就職に関する申し合わせ     

  

 令和５年３月新規中学校・高等学校卒業者の就職のための推薦及び選考開始の期日等遵

守のための業務取扱いについては、令和４年２月 17 日付け３文科初第 2103 号、職発 0217

第４号、開発 0217 第２号による文部科学省初等中等教育局長、厚生労働省職業安定局長、

厚生労働省人材開発統括官の連名通達に基づき、学校教育を充実し、就職希望者の適正な

職業選択を確保し、併せて求人秩序の確立を図るため次のとおり申し合わせる。 

 

１ 推薦及び選考の開始期日について 

（１）新規中学校卒業者の事業所における採用のための選考開始の期日は、令和５年１月

１日以降とするものとする。 

（２）新規高等学校卒業者の事業所における採用のための選考開始の期日は、令和４年９

月 16 日以降とするものとする。 

（３）上記（２）のための推薦開始の期日については、高等学校からの推薦文書の求人者

への到達が令和４年９月５日以降となるようにするものとする。 

 

２ 求人申し込みの手続き等について 

（１）新規中学校卒業者においては、事業所は令和４年６月１日以降に中卒用求人票を公

共職業安定所（以下「安定所」という。）へ提出するものとする。 

（２）新規高等学校卒業者においては、事業所は令和４年６月１日以降に高卒用求人票を

安定所へ提出し、選考期日、求人内容等について適正であることの安定所の確認（確

認印の押印）を受け、安定所から令和４年７月１日以降に返戻された当該求人票写に

より学校に求人申込みを行うものとする。 

（３）上記（２）について、安定所の確認印のない求人票により求人申込みを行った事業

所には、高等学校は生徒の推薦を行わず、確認印のある求人票の提出を求め、その提

出を待って推薦を行うものとする。 

 

３ 求人者の求人活動のための学校訪問について 

（１）中学校においては、安定所への求人申込みを行った日以降に、学校の事前の了解の

下、行うことができるものとする。 

（２）高等学校においては、原則として安定所の求人の受付において確認を受けた求人票

により、学校に求人申込みを行った日以降に行うこととするが、学校の事前の了解の

下に安定所に求人申込みを行った日以降についても行うことができるものとする。  

ただし、令和４年８月末日前１週間は学校訪問を差し控えるものとする。 

 

４ 推薦のための応募書類について 

高等学校から求人事業所への応募者の推薦に当たっては、統一された様式の応募書類

（その１：履歴書、その２：調査書）を使用する。 

 

５ 採用決定（内定）について 

採用決定（内定）については、選考後遅くとも１週間以内に通知するものとする。  

 

６ 新規高等学校卒業者を対象とする文書募集について 

  文書募集の開始時期は卒業年の前年の７月１日以降とするものとする。 

  なお、文書募集を行う場合は次の条件によることとする。 
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（１）安定所において確認を受けた求人であって、当該求人の求人票記載内容と異なるも

のではないこととする。 

（２）広告等掲載に当たっては、事業所を管轄する安定所名及び求人の受付番号を掲載す

るものとする。 

（３）応募の受付は学校又は安定所を通じて行うものとする。 

   また、求人者が文書募集による応募者を受け付ける場合であっても、推薦開始期日、

採用選考期日については上記１の（２）、（３）、及び５の取扱いと同様とする。 

 

７ 新規高等学校卒業者を対象とする複数応募・推薦について 

  選考開始日から 10 月 31 日までは一人一社のみの応募・推薦制とし、11 月１日以降に 

ついては、１人につき２社までの応募・推薦を可能とする。 

 なお、対象となる者は、10 月 31 日までに採用が内定していない生徒とする。 

  ただし、10 月 31 日までに採用試験を受け、採否結果がまだ出ていない生徒は対象外

とする。 

 

８ 上記１から７についての関係者への周知について 

（１）経営者団体において、傘下の企業に選考開始の期日、求人申込み手続きの厳守及び

統一応募書類での選考について周知徹底を図るよう要請する。 

（２）三重県高等学校長協会において早期推薦を行わない旨及び統一応募書類の使用につ

いての申し合わせを行い、その趣旨の徹底を図るものとする。 

（３）安定所は高等学校との連絡会議を開催し、推薦及び選考開始期日の遵守について申

し合わせを行うとともに、求人事業所を対象とした雇用主説明会等を開催し、その趣

旨の徹底を図るものとする。 

（４）早期選考又は早期推薦を行おうとする事業所又は学校に対して、安定所又は教育委

員会もしくは私学主管部局は、是正指導を行うものとする。 

 

９ 入社の時期について 

（１）新規中学校卒業者は令和５年４月１日以降とする。 

（２）新規高等学校卒業者については卒業式終了後となっているが、できる限り令和５年

３月 10 日以降とするものとする。 

なお、事故未然防止のため、上記の日までは、アルバイト・実習・講習のいかんを

問わず使用できないものとする。 

 

10 その他 

  上記の他については、令和４年２月 17 日付け３文科初第 2103 号、職発 0217 第 14 号、

開発 0217 第２号による文部科学省初等中等教育局長、厚生労働省職業安定局長、厚生労

働省人材開発統括官の連名通達の趣旨に基づき取り扱うものとする。 

 

令和４年３月８日 

 

三重県新規学校卒業者就職問題検討会議 

三重県教育委員会 

三重労働局 
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令和４年度求人活動のための学校訪問の取扱い 

     

事業主用 

 

 中  学  校 高 等 学 校 

訪 問 時 期 令和４年６月１日（求人申込み）

以降とする。 

原則として、安定所の求人の受付

けにおいて確認を受けた求人票に

より学校に求人申込みを行った日

以降に行うこととするが、学校の事

前の了解の下に、安定所に求人申込

みを行った日以降についても行う

ことができるものとする。 

訪問を認める

求人者の範囲 

求人者又はその委託を受けた者が

行う求人活動としての学校訪問は、

職業指導上必要と認められる次の場

合において、安定所への求人申込み

後、学校の事前の了解の下に行うよ

う求人者を指導するものとする。 

 

（イ）職務の内容等求人内容につい

て求人票記載事項の補足説明を

行う場合。 

（ロ）採用、雇用管理の方針等求人

票に記載できない事項について

説明を行う場合。 

 

 

訪問時間等は特に制限はないが、

事前に訪問希望校へ連絡のうえ訪

問するものとする。 

 その他、中学校における指導と同

じ。 

訪問時間及び

手続き 

訪問時間等は、事前に訪問希望校へ

連絡のうえ、訪問する。 

 

備   考  令和４年８月末日前１週間は、学

校における推薦事務及び応募書類

作成期間とするため、学校訪問を差

し控えるものとする。 
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●応募・推薦方法変更に当たっての各機関の取り組み● 

応募側（高等学校）の対応 

 ① 10 月31日までは、従来どおりの方法で生徒一人1社のみの応募・推薦制とします。 

 ② 11 月1日以降は一人2社までの複数応募・推薦制としますが、安易な複数応募など求人側との 

  信頼関係を損なうことがないよう、生徒に対し適切な進路指導を行います。 

   また、内定獲得後は可能な限り早く入社の意思決定を示すこととします。 

 

求人側（事業主）の対応 

  応募機会の拡大という就職慣行見直しの趣旨についてご理解のうえ、11月1日以降については 

 大学等卒業予定者と同様、採用通知後に辞退者が生じるなどの状況に対処できるよう採用計画等の 

 見直しなど必要な対応をお願いします。 

  また、採用試験の日程等は生徒へ早期に示していただくとともに、採用試験後も結果を遅くとも 

 １週間以内には本人及び学校に通知されるようお願いいたします。 

 

●複数応募・推薦に係るＱ&Ａ● 

Ｑ１．１１月１日以降も当社に応募する生徒を当社のみの応募者に限定し、他社を応募しないように 

  することは可能ですか？ 

 Ａ．他社への応募を妨げることはできません。県内の事業所には一律複数応募を認めていただきますようお願いします。 

 

Ｑ２．当社を応募した生徒または学校の先生に、他の応募先企業があるか否かを質問することは可能 

  ですか？ 

 Ａ．応募・選考時の質問等は、公正な採用選考ルールに基づいてお願いしているところです。当該質問が不適正はものと

はいえませんが、採用選考に当たっては、本人の適性・能力に基づいて判断されるようお願いします。 

 

Ｑ３．１１月１日以降、１社の内定通知を受けた生徒が、新たに別の会社に応募することはありますか？ 

 Ａ．ありません。今回の「申し合わせ」は就職未内定の生徒の応募機会の拡大を目指すもので、１１月１日以降は２社の

複数応募を認めるものですが、内定を得た生徒が新たに別会社に応募することを認めるものではありません。 

 

Ｑ４．１１月１日以降、内定辞退者が生じる可能性があるということであれば、それを見込んで内定者を

出してもいいですか？ 

 Ａ．採用数については、事業所の採用計画に基づいて行われるものですが、内定者数を多く出した結果、一部の生徒の内

定取消をしなければならない事態になるのは、応募側で安易な複数応募を行わないよう適切な進路指導を行いますので、

絶対にさけてください。なお、欠員が生じた場合は、引き続き募集をするようお願いします。 

 

Ｑ５．他県の生徒が１１月１日以降に応募してきた場合、この生徒は何社応募することができるのですか？ 

 Ａ．今回の「申し合わせ」は、三重県内の求人事業所における取扱いですが、高校生の応募・推薦については、求人事業

所所在都道府県の独自ルールに沿って行うこととなっています。そのため、他県の生徒が三重県内の求人事業所の求人

に複数応募する場合は、１１月１日以降一人２社までの応募が可能です。 
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